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小田原市道路占用等規則の一部改正について（改正案） 

１ 改正の背景                                   

道路占用許可事務の運用は、占用者のニーズや社会情勢の変化に対応するため、許可申請等に関す

る規定を整備するとともに様式の見直しを行い、現行の運用に即したものとするため改正を行うもの

です。

２ 改正内容                                    

（１）対象となる条例等 

小田原市道路占用等規則 

（２）内容

   ア 占用工事の計画書の見直し（第２条） 

（ア） 道路占用工事計画書（様式第１号）を別紙１のように変更します。

   イ 占用又は掘削の許可の申請の見直し（第４条、第４条第２項関係）

（ア） 道路・水路占用許可申請書（様式第２号）を国土交通省の通知に準拠した別紙２のよ

うに変更します。

（イ） 道路・水路占用許可申請書の申請部数を３部から２部に変更します。

（ウ） 交通規制に関する記述を削除し、申請部数を２部以上求めないようにします。

（エ） 道路・水路占用許可申請書の添付書類を削減し、表記を簡素化します。

   ウ 様式の名称変更（第４条の２、第５条関係）

（ア） 道路占用、掘削許可書（様式第２号）の名称を、国土交通省の通知に準拠し、道路・

水路占用許可書に変更します。

（イ） 電線共同溝占用許可申請書（様式第２号の２）を国土交通省の通知に準拠した別紙３

のように変更します。

（ウ） 道路占用許可済証（様式第４号）を廃止します。

（エ） 不許可の際に申請者へ通知するため、道路・水路占用不許可書を別紙４のように追加

します。

（オ） 道路占用許可済証に関する記述を削除するとともに、許可条件を厳守しなければなら

ない旨の規定を追加します。
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   エ 許可事項の変更の見直し（第６条関係）

占用者は、その許可に係る事項を変更しようとするときは、道路占用、掘削変更許可

申請書２通に許可書を添えて市長に提出しなければならないこととします。

   オ 工事完了届の見直し（第７条関係）

工事完了届の期限を工事完了後１０日以内に設定します。

   カ 占用の廃止の見直し（第８条関係）

（ア） 道路占用廃止届の名称を変更します。

（イ） 廃止にあたり掘削を伴うものについて第５条の許可を受けなければならない旨の記

述を明確化します。

   キ 占用の継続の見直し（第９条関係）

不要な記述を削除し、申請に関する記述を簡素化します。

   ク 道路管理者以外の者が行う工事の申請及び承認の見直し（第２２条、第２２条の３関係）

不要な記述を削除し、道路自費工事等施工承認申請書に関する記述を簡素化します。

３ 施行年月日                                      

  平成３１年６月１日（予定） 



別紙１ 

道 路 占 用 工 事 計 画 書

年  月  日 

 （あて先）小田原市長 

 住所                 

申請者 

氏名             印

図示番号 路 線 名 工 事 場所 工 種 工 事 概要 予 定工期 

備考 別紙「位置図」添付 



 年  月  日 

（あて先）小田原市長             〒

住 所

申請者 氏 名                   印

担当者

ＴＥＬ

次のとおり      します。

占 用 の 目 的

占 用 の 場 所

路線名

水路名
車道・歩道・その他

場 所 路面種別

占 用 物 件

名   称

（占用物件）

規   模 数  量

（占用面積・占用延長等）長さ 幅（径）

占 用 の 期 間
年 月 日 から

年 月  日 まで

占用物件

の 構 造

工 事 の 期 間
年 月 日 から

年 月 日 まで

添付書類

□誓約書 □説明報告書 □位置図

□境界確定図 □公図（写）

□平面図 □横断図 □縦断図

□実測求積図 □工程表

□写真

復 旧 方 法

掘 削 面 積

長さ（ｍ） 幅（ｍ） 面積（㎡）

備考

記載要領

１ 「許可申請・協議」及び「許可を申請・協議」については、該当するものを○で囲むこと。

２ 「新規・更新・変更」については、該当するものを○で囲み、更新・変更の場合には、従前の許可書の番号及び    

年月日を記載すること。 

３ 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名を

記載するとともに、「担当者」の欄に所属・氏名を記載すること。

４「場所」の欄には、地番又は住居表示まで記載すること。占用が２以上の地番又は住居表示にわたる場合には、起点

と終点を記載すること。

５ 変更の許可申請にあっては関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前のものを（ ）書きすること。

新

規

更

新

変

更

土許第        号

年 月  日

許可申請

協  議
書道路・水路占用

許可を申請

協   議

別紙２



別紙３ 

 

 

      電線共同溝占用許可申請書 
新 

規 

更 

新 

変 

更 

土許第     号 

年  月  日 
 

 （あて先）小田原市長 

申請者 住 所              

氏 名          印   

 電線共同溝の整備等に関する特別措置法
第４条第１項
第11条第１項
第12条第１項

の規定により占用
変更

の許可を

申請します。 

路線の種類及び路線名  

電線共同溝を整備すべ
き道路として指定され
た区間 

小田原市               番地（先）から 

小田原市               番地（先）まで 

電線を敷設する区間 

上
り
線 

番地（先）から 

番地（先）まで 

下
り
線 

番地（先）から 

番地（先）まで 

車道・歩道・その他 車道・歩道・その他 

電 線 の 種 類 

通 信 線    ・電 力 線     通 信 線    ・電 力 線     

外径 

光ケーブル・同軸ケーブ

ル・その他（    ） 

外径 

光ケーブル・同軸ケーブル・

その他（    ） 

電 線 の 数 量 

延長         ｍ 

亘長         ｍ 

条数         条 

延長         ｍ 

亘長         ｍ 

条数         条 

電線を敷設する予定期
間 

年  月から 

年  月まで 

年  月から 

年  月まで 

敷 設 年 次 計 画 敷 設 年 次 計 画 

  

 



別紙４

道路・水路占用不許可書

年  月  日  

 住 所

 氏 名           様

  小田原市長          印  

年  月  日付けで申請のあった件につき、次のとおり不許可とする。

占用の目的

占用の場所

路線名

水路名

場 所

不許可の理由

 この処分に不服がある場合は、この通知を受けた日の翌日から起算して３か月

以内に、小田原市長に対して審査請求をすることができます。

 また、この処分の取消しを求める訴えをする場合は、この処分の通知を受けた

日の翌日から起算して６か月以内に、市を被告として（訴訟において市を代表す

る者は、市長となります。）提起することができます。ただし、審査請求をした

場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受け

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。


